
橋
下
知
事
「
賃
金
制
度
や

特
別
休
暇
な
ど
の
改
悪
」
に
言
及

知
事
は
「
公
務
員
組
織
の
人
件
費

に
は
硬
直
性
が
あ
る
。
頑
張
っ
て
い

る
職
員
は
評
価
す
る
。
過
大
に
評
価

さ
れ
て
い
る
部
分
は
落
と
し
て
い
く
」

「
休
暇
制
度
に
つ
い
て
、
民
間
に
比

べ
て
過
大
な
も
の
が
あ
る
。
妻
が
出

産
す
る
か
ら
と
い
っ
て
休
み
が
取
れ

る
な
ん
て
民
間
か
ら
怒
ら
れ
る
」
な

ど
と
回
答
。
「
課
題
提
起
を
し
て
い

る
の
で
協
議
し
て
ほ
し
い
」
と
極
め

て
不
当
な
回
答
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
そ
の
一
方
、
「
教
員
、
警

官
、
知
事
部
局
の
職
員
、
み
ん
な
頑

張
っ
て
く
れ
て
い
る
。
」
「
人
事
委

員
会
の
勧
告
が
出
さ
れ
た
が
、
そ
れ

に
従
わ
な
い
と
い
う
判
断
も
視
野
に

お
い
て
い
る
」
と
回
答
し
、
大
幅
な

人
件
費
カ
ッ
ト
の
も
と
で
、
さ
ら
な

る
削
減
を
勧
告
し
た
人
事
委
員
会
の

マ
イ
ナ
ス
勧
告
に
つ
い
て
は
実
施
し

な
い
こ
と
も
検
討
し
て
い
る
と
の
考

え
方
を
示
し
ま
し
た
。

時
短
要
求
に
つ
い
て
は
、
「
社
会

的
な
流
れ
が
あ
れ
ば
、
時
短
す
る
よ

う
に
い
っ
て
い
る
。
し
か
し
や
る
の

で
あ
れ
ば
効
率
化
は
必
要
」
と
回
答
。

「
今
季
決
断
を
」
と
の
さ
ら
な
る
追

及
に
対
し
、
「
今
季
を
め
ざ
し
た
い
」

と
回
答
し
ま
し
た
。

非
常
勤
職
員
等
の
賃
金
改
善
に
つ

い
て
は
、
「
上
げ
る
の
は
い
い
が
、

正
規
職
員
が
ど
こ
ま
で
覚
悟
を
決
め

て
く
れ
る
か
。
税
金
で
補
て
ん
し
て

あ
げ
て
く
れ
は
通
ら
な
い
」
と
回
答

し
ま
し
た
。

Ｗ
Ｔ
Ｃ
移
転
問
題
に
つ
い
て
は
、

「
組
合
と
し
て
は
越
権
行
為
。
自
分

の
政
策
判
断
」
と
し
な
が
ら
、
大
阪

府
の
財
政
状
況
の
厳
し
さ
に
つ
い
て

は
理
解
を
求
め
る
と
と
も
に
「
大
い

に
意
見
を
言
っ
て
ほ
し
い
」
と
、
矛

盾
し
た
考
え
を
述
べ
ま
し
た
。

府
労
組
連
は
、
今
回
の
知
事
回
答

を
受
け
、
十
一
月
十
一
日
の
山
場
に

向
け
て
、
全
職
員
・
教
職
員
署
名
や

府
民
宣
伝
な
ど
の
取
り
組
み
を
進
め
、

大
阪
府
の
独
自
カ
ッ
ト
撤
回
、
勤
務

時
間
短
縮
、
非
常
勤
職
員
の
待
遇
改

善
な
ど
の
要
求
前
進
に
全
力
を
あ
げ

ま
す
。

府労組連ニュース

府
労
組
連
は
、
一
〇
月
二
七
日
知
事
あ
て
に
今
季
要
求
書
を
提
出
（
第
一
回
団
体
交
渉
）
し
ま
し
た
。
し
か
し
、

知
事
が
公
務
の
た
め
出
席
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
あ
ら
た
め
て
知
事
に
対
す
る
要
求
説
明
と
知
事
か
ら
の
回
答

の
場
を
要
求
。
一
〇
月
三
〇
日
十
一
時
三
〇
分
か
ら
橋
下
知
事
と
の
交
渉
を
行
い
、
前
進
的
回
答
を
も
と
め
ま
し
た
。

府
労
組
連
の
辻
委
員
長
は
、
府
職
員
・
教
職
員
の
賃
金
改
善
、
時
短
・
長
時
間
過
密
労
働
解
消
と
人
員
増
、
非
常

勤
職
員
の
賃
金
・
待
遇
改
善
、
Ｗ
Ｔ
Ｃ
へ
の
府
庁
舎
移
転
問
題
の
四
点
に
つ
い
て
あ
ら
た
め
て
府
労
組
連
の
考
え
方

を
示
し
、
前
進
的
回
答
を
求
め
ま
し
た
。橋下知事に対する、辻委員長の要求趣旨説明の概要

１．最も切実な要求である賃金改善問題について

１２年間に及ぶ給与削減に加えて、昨年８月からの平均１３％にも及ぶ人件費の大幅

削減によって、府職員の賃金水準は民間に比べて６．７３％、２万５２９０円低いとの

結果が出ている。しかしながら、府人事委員会は、カット前の公民較差にもとづいて、

マイナス０．２２％、一時金０．３５月の削減、年間で１５万３０００円も減額すると

いう不当な勧告を行った。これは、職員の生活実態を無視し、地方公務員の賃金決定シ

ステムをないがしろにするもの。 府労組連の要求は、府職員の生活悪化と士気の低下

をくいとめ、誇りと意欲をもって府民や子どもたちに向き合うために必要な最低限の条

件を確保するためのものだ。また、府民の利益と対立するものではなく、教育と府民サー

ビスの向上や労働者全体の賃金引上げにもつながり、中長期的には、内需拡大、大阪経

済の活性化や府税収入の向上、府財政の再建につながる正当性を持っていると強調した。

２．非常勤職員の賃金・待遇改善について

府立学校の非常勤講師の報酬が、昨年度までの月額制から時給制に改悪され、週１５

時間授業を持つ平均的な講師で、年収が１７８万円から１４６万円へと１８％もダウン

した。非常勤講師が大半を占める非常勤職員は、府立高校の教職員１万３千人のうち、

実に３０００人を占めている。この人たちを除いて大阪の高校教育が一日もなりたたな

いにもかかわらず、こうした劣悪な勤務条件の下におかれている。

知事部局でも、非常勤作業員の時給は社会保険料などを引くと約７５０円。公務サー

ビスをになう労働者の賃金改善のための公契約条例制定に踏み切るべきと要求。

３．時短、長時間過密労働と欠員問題、「教育に穴があく」という問題について

知事部局ではいつ過労死が起きてもおかしくないほどの長時間過密労働が蔓延し、メ

ンタル不全も増大している。

また、府内各地の小中学校で、「教育に穴があく」という事態が頻発している。この

異常な事態をつくりだしている原因は、大阪府が毎年、正規教職員を本来の必要数の半

分以下しか採用せず、残る定数を劣悪な勤務条件にある臨時教職員によって埋めるとい

う施策をとり続けてきたことにある。その結果、義務教育で子どもに授業を保障できず

に「教育に穴があく」という事態、教職員には病休・産休などの人間としての最小限の

権利さえ保障できないという異常な事態をつくりだしている。こ直ちに改善することを

要求。

時短問題では、愛知県で知事の決断によって来年の１月１日から１５分の時短が実現

した。今季決断を求めた。

４．ＷＴＣへの府庁移転問題について

２７日の府議会で移転案がふたたび否決された。このことを議会の判断、府民の判断

として、知事は厳粛に受け止められるべき。まだ使い道さえ定かではないＷＴＣを購入

するために、８５億円もの税金を投入するというのは、知事の言われる「府民感覚」か

らも、あるべき府の財政規律からも、大きくかけ離れたものだといわざるをえない。ム

ダ遣いはやめて、税金は府民サービスの向上のため、またそれを担う府職員の勤務・労

働条件の改善のために使うべきと申し入れました。


